
JICA／ジャイカはJapan International Cooperation Agencyの略称です。

独立行政法人国際協力機構（JICA）とは

JICA は 、日 本 の政 府 開発 援 助
（ODA）を行う実施機関。
「信頼で世界をつなぐ（Leading
the world with trust）」というビ
ジョンを掲げ、多様な援助手法を
組み合わせて、開発途上国が抱え
る課題解決を支援しています。

2025年8月26日

＋地方創生
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JICAのビジョン・ミッションとSDGs

JICAは、開発協力大綱の下、

人間の安全保障 と 質の高い成長を 実現します。

「誰一人取り残さない」包摂的な社会

子ども、高齢者、女性、障害者、難民・避難民等、

多様な人々の開発への参加や裨益

持続可能でレジリエント（強靭）な世界へ

農業、都市、インフラなどで強靭性を重視

「人々を中心に据えた協力」

「社会的弱者への裨益」

Vision 信頼で世界をつなぐ- Leading the world with trust-

Mission

「包摂的」 「強靭性」
「持続可能性」

共通のゴール

S D G s の 理念
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JICA組織概要

開発途上国と日本国内の地域の結節点として、

日本の各地域に15カ所の国内拠点を設置してい

ます。（2024年3月現在）

地域の特性を生かした国際協力を推進するとと

もに、国際協力を通じた地域の発展にも貢献し

ています。

JICAの国内拠点

海外拠点

カ所96

協力対象

カ国・
地域139

職員数

人1,955

国内拠点

カ所15

※海外拠点、国内拠点：2022年7月1日現在 ※職員数：2022年7月 ※協力対象：2021年度

3



4

• 東海4県（岐阜県・静岡県・愛知県・三重県）における国際協力の窓口機能を担って
います。名古屋市中村区（ささしまライブ地区）に所在。

• 地域の強みを結び付け、東海地域のステークホルダー（自治体、NGO、大学、 民間
企業等）と各事業を展開しています。

• 宿泊機能もあり、世界各国からの研修生を受け入れています。
• 「なごや地球ひろば」では、国際協力理解の体験型施設として、JICAがSDGｓ達成の

ため実施している事業や取り組みを知る機会を提供。世界の料理を堪能できるレスト
ランやフェアトレードショップも併設しています。

↓パンフレットは
こちらから

JICA中部について

「Table for Two」1食ごとに20円（開発途
上国の給食1食分）を寄付
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調査研究やセミナー等を通じて、
地域の外国人住民の実態や外国
人住民が抱える課題の把握をサ
ポートし、地域の取組推進を後
押しします。

国際協力における日本の得意分
野でもある防災。災害大国の日
本で安心・安全に生活ができる
よう、外国人住民も含めた地域
全体での防災力向上の取り組み
に貢献します。

多様なルーツを持つ地域住民と
の協働・共創について次世代を
担う子ども・若者たちと一緒に
考えていくことができるような
場・機会づくりに、開発教育・
国際理解に係る知見や開発教
育・国際理解教育のための教材
の提供等でサポートします。

教育教材の活用 受入れ・共生の推進 安心・安全な環境づくり

外国人材受入れ、多文化共生分野における取り組みの推進をJICAはサポートします！

JICAの取り組み（一例）

企業・団体 自治体

防災力の向上 課題の把握

開発途上国での国際協力の
経験を通じ培ってきた知見

開発途上国での経験を踏まえた
多様な文化を伝えることのできる豊富な人材

国内14か所、海外96か所の
JICA事務所を通じたネットワーク

外国人住民 市民 教育機関 N G O・N P O

地域の異なるステークホル
ダーの「つなぎ役」となり、
組織横断的な外国人材受入
れ・多文化共生の取り組み
を後押しします。

受入環境・体制の適正化を通じ
て、外国人材が、地域で安心し
て暮らし・働けるように地域の
パートナーを支援します。
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日本国内の外国人労働者の課題解決に
向けて、2020年11月に民間企業・自
治体・NPO・学識者・弁護士・JICA
など多様なステークホルダーが集まり
設立された任意団体：会員数625団体
／個人（2023年3月時点） 。

全てのステークホルダーが
協力しJP-MIRAIが
目指す社会の実現に

向けて取り組みを推進！ 日本の経済・社会の重要な構成員である
外国人労働者を含めたディーセントワーク*¹の実現

「選ばれる日本」を目指した活動に
JP-MIRAIは取り組みます。

JP-MIRAIとは？ JP-MIRAIの取り組み

参加者・体制

*1 ディーセントワーク：包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが
いのある人間らしい雇用

WITH MIGRANT WORKERS WITH PRIVATE SECTORS

WITH MULTI-STAKEHOLDERS

外国人材受入れについ
て他の企業や団体の取
り組みを知りたい

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム『JP-MIRAI』
Japan Platform for Migrant Workers towards Inclusive Society

「ビジネスと人権」
「SDGs」に沿った企
業の取り組みをしたい
が、自社だけでできる
ことには限界がある

地域を共に活性化して
いく一員として外国人
材を受入れたいけれど、
どんな取り組みができ
るか他地域の事例を参
考に考えたい

2020年11月16日 設立フォーラム
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外国人労働者との
情報共有・共助

「ビジネスと人権」
における協働

学びあいと
内外への発信

研究者

監理団体・
登録支援機関

事業会社

人材紹介
企業

その他個人

自治体

駐日
大使館

NPO/NGO

弁護士
行政書士
社労士

送出し機関

業界団体

現在14自治体が加盟
（静岡市、知立市、浜松市など）
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（調査期間：2021年7月～2022年3月）

将来の外国人との共生の在り方に関する検討

外国人と日本人住民の橋渡しを行う
キーパーソンの育成が重要

長期定住者増加に伴い、子育て・教
育・社会参画等の課題が増え、企業と
の連携強化が必要

支援内容

経験の少ない自治体は実態と支援ニー
ズ把握、経験が多い自治体は効果的な
支援方法の確立が課題

優先分野

分散地域は情報周知等情報の量的側面、
集住地域では日本語学習動機付等情報
の質的な側面が重要

情報伝達

JICA調査研究『2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた取り組み』
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Report
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JICA海外協力隊経験者による
多文化共生/地方創生

開発途上国の課題解決と日本国内の地方創生を結びつける
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JICA海外協力隊経験者の強み

**異文化理解力**

違いを受け入れる力
**適応力と柔軟性**

変化や多様な状況に対応する力
**コミュニケーション能力**

言語や文化の壁を越えるコミュニケーション力
**問題解決能力**

限られたリソースの中での創造的な問題解決力
**グローバルな視点**

国際的な視野を持ち、
多様な視点から課題にアプローチ
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海津市近辺の自治体でも
活用を模索中
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秋田県五城目町×JICA

地方創生/多文化共生における自治体との連携

鳥取県南部町×JICA

静岡県教育委員会×JICA

Ⓒ静岡朝日テレビ
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教員向け勉強会の実施

目的：

外国につながりのある児童・家族への理解を

深めると同時に、教員にとって日々の指導に

おけるヒントを得ていただく。

愛知県知立市×JICA

協定を締結し、国際協力推進員を配置。

（週1日、知立市に勤務）



「つなぎ役」として地域が抱える課題解決を後押し

 地域が抱える外国人材受入れ・多文化共生にかかる課題解決

の支援を行うとともに、途上国での知見・ネットワーク及び

多様なJICA事業を活用し、日本と途上国をつなぐ双方向の事

業の形成・実施を支援する。

 主に自治体が設置する外国人材受入れ支援センターや、各地

域で外国人材受入れにかかる課題に取り組む団体と連携し、

地域の外国人材受入れ・多文化共生を推進する。

国際協力推進員の配置

帰国海外協力隊員など、異文化やJICA事業を経験した人材を配置。

自治体等が行う人材確保や多文化共生の取り組みを支援。

主な配置先（2020年度～、2024年3月現在）

*北見

*釧路

JICA帯広

JICA東北

JICA沖縄

JICA横浜

JICA関西

JICA中部

*函館

旭川*

長岡*
JICA東京・高崎分室

熊本*
*宮崎

*名護

JICAの国内拠点

埼玉*

*浜松
JICA東京

岐阜デスク
配置先：岐阜県国際交流センター内
土屋 増信

愛知デスク
（岐阜県の外国人材・共生も担当）
配置先：JICA中部
木村 有里
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多文化共生の学校づくりチラシ

教育分野での取り組み
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事例：世界の人びとのためのJICA基金活用事業

NGO等市民団体の多文化共生推進活動を寄付金事業で支援

国際協力にご関心のある市民の皆様、法人・団体の皆様からJICAにてお預かりした

寄附金をNGO等の団体の皆様にご活用いただく事業。

■対象となる事業

・開発途上国・地域の人びとの貧困削減や生活改善・向上に貢献する事業

・日本国内の多文化共生社会の構築推進、外国人材受入れ支援に関する事業

事業費申請額：上限100万円 実施期間：1年以内

■資格要件（主なポイント）

・特定非営利活動法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、 公益財団法人、

（日本国内に拠点があり、事業開始までに団体名義の銀行口座を用意できる）任意団体

https://www.jica.go.jp/ac
tivities/schemes/partner/
private/kifu/09.html
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＋地方創生

多文化共生は課題ではなく、
地方創生のための希望

多文化共生と地方創生における
「海津モデル」の構築を！


